静岡市の図書館をよくする会　臨時例会報告

〜図書館協議会委員・市労連にお話を聞く〜

2007年11月5日

静岡市が進めている図書館職員19名の削減問題は、いよいよ来年４月に実行されそうな情勢になっています。これに対して、市民の側からも何らかのアクションを起こさなくてはならないと考え、まず現在の状況について知るため、臨時例会を開き、図書館協議会委員と市労連（静岡市役所職員労働組合連合会）の方々からお話を伺いました。協議会委員３名、組合員９名にご参加いただきました。

　協議会委員の方々のお話　
指定管理者導入の問題は昨年2月の協議会で明らかになったが、実はその前に、当時の田中館長が協議会委員を個別に図書館へ呼び出して、導入に賛成してくれと頼むような下工作をしている。非常に不愉快だった。この説得は不発に終わり、結局協議会はもっと時間を掛けて論議すべき、という答申を出した。

その後、協議会委員と職員との合同検討会を立ち上げ、今年6月に報告書をまとめた。8月の協議会で、朝10時から昼食も食べずに延々3時まで論議したのだが、この報告書はついに公式文書としては認められなかった。協議会委員全員一致で採択したのに軽んじられてしまった。

当初、西奈図書館への試験的導入で3千万円の経費節減になるという予測があったが、いかなる根拠で算出されたのか、いくら聞いても資料を出してくれなかった。今回の19人削減も、どこから出た数字なのか全く分からない。計画どおり地域館に指定管理者導入すれば職員は19人削減されることになっていたので、それをそのまま持ってきたにすぎないのだろう。

協議会としては、「図書館は指定管理者導入ではなく市の直営で」という結論を出したとき、導入を前提とした19人削減も消えたと思っていた。導入=削減を白紙に戻した上で、これからの図書館のあり方を検討し、その過程でどのくらいの経費節減=職員削減ができるか、数字を積み上げていくのが順当な議論のはずだ。そういうつもりで職員削減についてのプロジェクトチームの立ち上げにも賛成した。

私たちはこんな削減は認めていない。直営は変わらないとしても、大量に職員が削減されてしまえば市民サービスが低下するのは目に見えている。仕事の流れでどこが削減できるか、それで職員は減らせるか、これから検討していこうと提案しただけだ。ところが、19人削減に協議会が賛成した、という風にすり替えられてしまった。全く、詐欺にあったかのようだ。

　市労連の方々のお話　
現在、静岡市は職員を全体で5.7％削減する計画でいる。これは国からの強力な指令であり、反対するのは非常に難しい。このうち教育委員会の削減割り当ては60人。どこを減らすかは力関係なので、声の低いところが切られることになる。一律5.7％削減なら図書館は3人か4人のはずなのに、なぜ19人という過大な負担を強いられるのか。当局に聞くと、図書館の方から19人削減出来ます、と自主申告してきたのだと言う。　前年度中の前館長のときに、「非常勤化で19人削減が可能」とあがっていることがわかった。

しかも、これから開館する予定の麻機・美和分館について、新たな職員の配置はないと言われている。分館には最低2名の職員が必要だが、既存館からもっていくしかなく、だから実質23名の削減になってしまう。

静岡市は専門職を認めていない。図書館に限らず、福祉でも環境でも専門職が必要な部署は幾つもあるのだが、すべて3〜5年で移動していくシステムになっている。職員は異動してばかりで知識も経験も蓄積されず、眼前の仕事に対応するのが精一杯になってしまい、広い視野から判断を下したり企画を立てたりする事ができない。

たとえば現在地域館は正規職員4名体制だが、ある館はそのうち1名が昨年、もう1名が今年異動してきたばかりの職員だ。19名削減だと、地域館の正規職員は2名体制にならざるを得ないので、異動してきたばかりの職員だけになる可能性が高くなる。これでは知識や経験の積み重ねも伝達もできない。経験ある職員が異動で図書館を出てしまうこともありし、少数のプロ司書に過大な負担がかかっている。しかしこうした問題は数字に表すことが難しい。

中央館でも人員不足から新館準備の専任担当者がおけず、通常業務に上乗せしてやるしかない。病気がちの職員もいる。こんな状況下では、地域館は指定管理者にまかせればいい、と考える職員も出てきてしまうかもしれない。だが、19人削減は指定管理者導入とは一応別であるから、こんど導入が計られるときには、19人削減プラス指定管理者導入、という二重の改悪になることも考えられる。

非常勤職員は司書資格のある人が多く、仕事も熱心だが、週4日勤務・5年で雇い止めという不安定な状態にある。決定権もなく研修も受けられない。給与は12万円台と安く、昇給もないのでとても経済的自立は無理。それなのに、兼業の禁止という縛りだけは公務員と同等にある。これではモチベーションが維持できるはずはない。

荒川区のように5年の雇い止めを外したり昇給を認めたりするのは壁が高い。こうしたことは、条例などによる規定ではないから変更出来るはずだが、実際は国からの圧力で行われているので難しくなる。しかも市役所全体のことなので、図書館だけ特別扱いにしろという要求は通りにくい。市は司書の専門性を全く認めていないから。

市は来年2008年4月に9名、2009年4月に10名削減する計画でいる。一般の正規職員全員に意見を求めたが、削減に反対という点で全員一致できた。今後は、なぜ19名の削減なのか、その根拠は何か、という点と、職員は全員反対している、という2点から交渉していく。

　指定管理者問題が表沙汰になって以来はじめて、図書館協議会委員・現場の組合・私たち市民グループの3者が、一堂に会して情報交換をすることができました。これからの大事な局面で、大いに役立つ情報が得られたと思います。

